1
3




１　行財政計画の策定状況
	１　行 財 政 計 画 の 策 定 状 況


	（平成７年度）
○　平成　８年　１月　行政改革大綱（H7～H9）
（平成８年度）
○　平成　８年　８月　財政健全化方策（案）（H9～H11）
○　平成　９年　３月　行政改革推進計画（平成９年度版）
（平成９年度）
○　平成１０年　３月　行政改革推進計画（平成１０年度版）
（平成１０年度）
○　平成１０年　９月　財政再建プログラム（案）（H11～概ね10年間）
※緊急対策期間H11～H13、構造改革期間H14以降
○　平成１１年　３月　行政改革推進計画（平成１１年度版）
（平成１１年度）
○　平成１２年　３月　行政改革推進計画（平成１２年度版）
（平成１２年度）
○　平成１３年　３月　行財政改革レポート（平成１３年度計画を記載）
（平成１３年度）
○　平成１３年　９月　行財政計画（案）（H14～H23）
※集中取組期間H14～H16
○　平成１４年　２月　行財政計画（案）改革工程表
（平成１４年度）
○　平成１４年　９月　行財政計画（案）進捗状況
○　平成１５年　２月　行財政計画（案）進捗状況
（平成１５年度）
○　平成１５年　９月　行財政計画（案）進捗状況
○　平成１６年　２月　行財政計画（案）進捗状況
（平成１６年度）
○　平成１６年１１月　行財政計画（案）改定版（H17～H23）
　　　　　　　　　　　※緊急取組期間H17～H19
○　平成１７年　２月　行財政計画（案）改革工程表

	（平成１７年度）
○　平成１８年　２月　行財政計画（案）改革工程表
（平成１８年度）
○　平成１８年１１月　行財政改革プログラム（案）（H19～H23）
○　平成１９年　２月　行財政改革プログラム（案）改革工程表
（平成２０年度）
○　平成２０年　６月　財政再建プログラム（案）（H20～H22）
※集中改革期間H20～H22
○　平成２１年　２月　財政再建プログラム（案）改革工程表
（平成２１年度）
○　平成２２年　２月　財政再建プログラム（案）改革工程表
（平成２２年度）
○　平成２２年　４月　財政構造等に関する調査分析報告書
○　平成２２年１０月　財政構造改革プラン（案）（H23～H25）
○　平成２３年　２月　財政再建プログラム（案）改革工程表
○　平成２３年　２月　財政構造改革プラン（案）改革工程表
· （平成２３年度）
· 平成２４年　２月　財政構造改革プラン（案）改革工程表
（平成２４年度）
· 平成２５年　２月　財政構造改革プラン（案）改革工程表

（平成２５年度）
○　平成２６年　２月　財政構造改革プラン（案）改革工程表
○　平成２６年　２月　平成２６年度行財政改革の取組みについて（※）
（平成２６年度）

　　　○　平成２７年　２月　行財政改革推進プラン（案）（H27～H29）
（平成２７年度）

○　平成２８年　２月　行財政改革推進プラン（案）の取組み状況≪平成27年度≫

（平成２８年度）

○　平成２９年　２月　行財政改革推進プラン（案）の取組み状況≪平成28年度≫




※平成26年度は、府政運営の基本方針2014に基づき、財政構造改革プラン（案）の改革の視点を承継した取組みを1年間実施

【行財政計画の推移】
	山 田 知 事（H 7.4～）
	太 田 知 事（H12.2～）
	橋 下 知 事（H20.2～）
	松 井 知 事（H23.11～）
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	行財政計画（案）改定版（H16.11） 
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	行財政改革プログラム（案）（H18.11）
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	財政構造改革プラン（案）（H22.10）
	※
	行財政改革推進プラン（案）（H27.2）


※平成26年度は、府政運営の基本方針2014に基づき、財政構造改革プラン（案）の改革の視点を承継した取組みを1年間実施
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